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対日直接投資の現状と日本の魅力

Section 1



対日直接投資残高とGDP比率の推移（2000～2013年、単位：10億円）

本邦対外資産負債残高（財務省・日本銀行）よりジェトロ作成（IMF新基準による数値）
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国際的に見た日本の対内直接投資の現状
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(10億円)

日本：日銀「国際収支統計」、内閣府「国民経済計算」
（2013年実績の数値に基づく、IMF旧基準(国際収支マニュアル第5版）による数値）

他国：UNCTAD “World Investment Report 2014”, FDI database

出所：財務省「本邦対外資産負債残高」
※IMF新基準(国際収支マニュアル第6版）による数値

対内対外直接投資残高対日直接投資額対GDP比（％）(2013年末)

国際的に見た日本の対内直接投資の現状
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オランダ 30,537 ②
フランス 27,977 ③
英国 17,981 ④
スイス 10,992 ⑥
ドイツ 10,652 ⑦

欧州

4
本邦対外資産負債残高（財務省・日本銀行）よりジェトロ作成（IMF新基準による数値）

地域別に見た対日直接投資残高（2014年末）

（単位：億円）主要投資元 (国別） 金額

北米

輸送機械器具 26,609
金融・保険業 19,890
電気機械器具 18,659

米国 66,881 ①
カナダ 1,849

金融・保険業 40,699
卸売・小売業 7,000
通信業 2,603

アジア

シンガポール 17,243 ⑤
香港 8,799 ⑨
台湾 3,942
中国 1,207

金融・保険業 11,927
化学・医薬 2,575
卸売・小売業 2,016

オセアニア
オーストラリア 3,607
ニュージーランド 431

中南米
ケイマン諸島 10,528 ⑧
ブラジル 30

金融・保険業 4,679
電気機械器具 2,125

主要投資元 (産業別） 金額

対日直接投資残高（割合 2014年末）

109,242
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１９８０年 改正外為法の実施 （外資や技術導入を原則として許可制から届出制へ）

１９８４年
日本開発銀行が対日投資促進優遇制度と開始
ジェトロが対日投資促進のための情報提供を開始

１９９１年 外為法を改正し、大半の対内直接投資について事前届出報告から事後届出報告へ移行

１９９７年 独占禁止法の改正により、持株会社解禁

１９９８年、９９年 法人税率を３７．５％から３０％に引き下げ

１９９９年 商法改正により、株式交換・株式移転による企業再編が可能に

２００１年 企業組織再編税制の整備により合併・分割・事業譲渡等を円滑化

２００３年 １月 政府として「２００１年末の対日直接投資残高から５年間で倍増する」政府目標を設定

３月 対日直接投資促進を総合的に示した「対日投資促進プログラム」を策定

５月
Invest Japanを掲げ、関係府省庁に「対日直接投資総合案内窓口」（Invest Japan office）を設置。

ジェトロに「対日投資・ビジネスサポートセンター」を設立（対日投資に関する情報のワンストッ
プ・センター）

２００６年 ３月 「２０１０年末に対日直接投資残高をＧＤＰ比でさらに倍増（５％程度）にする」政府目標を設定

２００７年 ５月 会社法の「合併等対価の柔軟化」（三角合併）の規定施行

5

○ 対日直接投資を促進するため、政府は、総合的な対策を提示・実行するとともに、法
律・税制の整備を推進。

政府による対日直接投資の推進策

5
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○ 対日直接投資を促進するため、政府は、総合的な対策を提示・実行するとともに、法
律・税制の整備を推進。

政府による対日直接投資の推進策
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２０１０年 ６月 「新成長戦略」閣議決定（「ヒト、モノ、カネの日本への流れ倍増」を目標に設定）

２０１１年 １月 アジア拠点化立地補助金を創設

８月 総合特別区域法を施行（地域における税制・規制緩和などの特例措置により産業を集積）

１２月
東日本大震災復興特別区域法を施行
（被災地への投資に対する税制・規制緩和等のインセンティブ）

１２月
「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」決定
高付加価値拠点の増加、外資系企業による雇用者数倍増などについて目標を設定

２０１２年 ４月 法人実効税率の引き下げ（40.69%→38.01%）。復興法人税終了後の法人実効税率は35.64%）

５月 高度人材に対するポイント制による出入国管理制度の優遇を開始

１１月
アジア拠点化法を施行
（外国企業の地域統括拠点・R&D拠点設置に対する税制等のインセンティブ）

２０１３年 ６月
「日本再興戦略」を閣議決定（「2020年における対内直接投資残高35兆円」を目標として明記。
ジェトロにおける産業スペシャリスト機能の強化、対日投資相談ホットラインについて記載）

２０１４年 ４月 関係大臣、有識者から構成される「対日直接投資推進会議」開催

２０１５年 ３月
第2回「対日直接投資推進会議」を開催。安倍総理が、外国人のビジネスや生活環境を改善さ
せる「５つの約束」を発表。

ＮＥＷ



（単位：100万ドル、％）

伸び率 伸び率

アジア 2,895 867 △ 70.1 5,402 288 △ 55.8

中国 72 140 96.0 594 △ 342 -

香港 872 172 △ 80.3 1,907 134 △ 72.8

台湾 366 186 △ 49.3 1,036 48 △ 55.0

韓国 559 48 △ 91.4 144 24 △ 35.6

ASEAN 1,003 317 △ 68.3 1,717 425 204.7

　シンガポール 978 325 △ 66.7 1,431 441 167.0

北米 △ 61 1,414 - 4,361 △ 299 -

米国 △ 110 1,378 - 4,327 △ 328 -

中南米 △ 1,955 △ 1,363 - 236 296 -

大洋州 125 376 201.3 557 △ 455 -

欧州 893 1,061 18.9 △ 2,195 670 -

EU △ 3,005 1,401 - △ 2,093 815 -

世界 1,761 2,358 33.9 9,077 515 -

〔注〕 ①円建てで公表された数値を四半期ごとに日銀インターバンク・期中平均レートによりドル換算。
　　 　②2014年1月以降はIMFの新基準（国際収支マニュアル第6版）による数値。

　　 　③2015年累計は速報値。

〔資料〕「国際収支統計」（財務省、日本銀行）から作成。

2015年
1～2月（P)

2012年 2013年 2014年
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期待されるアジアからの投資拡大
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アジアからの投資の存在感増大アジアからの投資の存在感増大

日本の主要国別対内直接投資 投資相手国ランキング

アジアからの対日直接投資は主に香港、シンガポール、台湾。2014年の投資相手国でも、
香港（2位）を筆頭に、アジア諸国が6割を占める。

（単位：100万ドル）

国名 金額 国名 金額 国名 金額

1 スイス 5,033 米国 1,378 米国 4,327

2 英国 1,212 ルクセンブルク 1,279 香港 1,907

3 シンガポール 978 英国 618 シンガポール 1,431

4 香港 872 オランダ 537 台湾 1,036

5 アイルランド 867 スウェーデン 505 ルクセンブルク 854

6 韓国 559 オーストラリア 366 ドイツ 626

7 ドイツ 449 シンガポール 325 中国 594

8 台湾 366 台湾 186 オーストラリア 414

9 オーストラリア 123 香港 172 UAE 286

10 中国 72 中国 140 タイ 154

②2014年1月以降はIMFの新基準（国際収支マニュアル第6版）による数値。

③2014年は主要33カ国・地域によるランキング。一部速報値。

〔資料〕「国際収支統計」（財務省、日本銀行）から作成

2012年 2013年 2014年

〔注〕 ①円建てで公表された数値を四半期ごとに日銀インターバンク・期中平均レートによりドル
換算。



 中国は米国、日本に次ぐ世界第3の対外直接投資国
① 米国：3,380億ドル ②日本：1,360億ドル ③中国：1,010億ドル －UNCTAD 2013年 フロー

 中国の対外直接投資は、15.0％増加、初めて1千億ドル超に
－UNCTAD 2013年 ネット、フロー 対前年比

 中国の対外直接投資（ストック）の うち日本向けは0.3％
① 香港：57.1％ ② ｹｲﾏﾝ諸島：6.4% ③英領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島：5.1％ －中国対外投資統計2013年末

 日中関係の改善により、企業の対日ビジネスへの関心は向上

 世界の対外直接投資のうち東アジア*からは20.7％
① 中国：7.2％ ② 香港：6.5％ ③アセアン：4.0％ －UNCTAD 2013年 ネット、フロー

世界の対外直接投資に占める構成比は、北米（27.0％）に次ぎ、EU28(17.8%)を上回る規模。

*東アジアは、中国、韓国、台湾、香港、ASEANの合計(対前年比伸び率6.9％)。 日本(9.6%)は除く。

 アジア新興国の一部*は、

対外直接投資が対内を上回る「対外投資国」に
*香港、韓国、台湾、マレーシア －UNCTAD 2013年 ネット、フロー
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期待されるアジアからの投資拡大
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中国からの投資可能性は大きい

アジアからの投資可能性も



➢中国：各省レベルで対日投資に関心
・山東省・JETROのMOUに『双方向の投資促進』を明記 ―「省政府で対日投資

視察ミッションを検討したい。」（郭樹清 山東省長）

・「対日投資は安徽省としても開拓したい。」（花建慧 安徽省副省長）

・「江蘇省企業が対日関心を持つよう支援したい。」（張雷江蘇省副省長）

・「日本はファーウェイにとって重要な調達市場。」（ファーウェイ）

日本市場に対するポジティブな見方

期待されるアジアからの投資拡大

Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
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日本で事業展開する上での魅力

62.5%

50.2%

48.6%

36.7%

30.8%

27.0%

15.4%

12.7%

12.5%

11.8%

10.8%

9.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

所得水準が高く、製品・サービスの顧客ボリュームが大きい

インフラ（交通、エネルギー、情報通信等）が充実している

製品・サービスの付加価値や流行に敏感であり、新製品・新サービスに対す

る競争力が検証できる

グローバル企業や関連企業が集積している

生活環境が整備されている

有能な人材の確保ができる

アジア市場のゲートウェイ、地域統括拠点として最適である

資金調達など金融環境が充実している

本社や管理対象国へのアクセス等、地理的要因に恵まれている

知的財産等の法整備が充実している

研究開発環境の質が高い

その他
(N=2,885)

出所：2012年外資系企業動向調査（経済産業省）
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5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
12

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
13

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
14

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
15

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
16

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
17

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
18

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
19

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
20

5 reasons to invest in Japan



Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
21

5 reasons to invest in Japan



22Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved.  22Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 

日本で事業展開する上での阻害要因

78.5%

44.3%

41.7%

36.6%

35.9%

33.0%

22.7%

16.2%

10.9%

10.2%

9.6%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

ビジネスコストの高さ（人件費、税負担、不動産等）

日本市場の閉鎖性、特殊性（系列取引の存在、人的コネクション、商慣習等）

製品・サービスに対するユーザーの要求水準の高さ（品質、納期、価格等）

人材確保の難しさ（管理職、技術者、語学堪能者、一般労働者等）

規制・許認可制度の厳しさ（法的規制、商品の企画・検査等）

行政手続きの複雑さ（申請から認可までの期間の長さ、手続きの煩雑さ等）

優遇措置・インセンティブが不十分（税制上の特典、利用できる補助制度の

不足等）

地震や津波など自然災害に対する不安

外国人の生活環境（学校、病院等外国人の受け入れ体制、生活習慣の違い

等）

放射能汚染に対する不安

情報・支援サービス不足（市場に関する英語情報の不足、支援機関の未整

備等）

その他

(N=2722)

出所：2012年外資系企業動向調査（経済産業省）
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第三の矢：
民間投資を喚起する

成長戦略

第ニの矢：
機動的な財政政策
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アベノミクス「三本の矢」

第一の矢：
大胆な金融政策
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アベノミクス：「成長戦略」

1. 投資の促進
 法人実効税率引き下げ
 国家戦略特区

2. 人材の活躍強化
 女性の活躍推進
 高度外国人材のビザ要件緩和

3. 新たな市場の創出
 農業改革
 再生医療製品の承認制度等を創設
 電力市場の完全自由化

4. 世界経済との更なる統合
 対日直接投資の倍増
 TPP・ RCEPへの参加、日中韓FTA・日EU間EPAの締結
 訪日外国人旅行者数を2020年までに2000万人へ
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法人実効税率の引下げ

2015年度： 34.62％ ⇒ 32.11％ （‐ 2.51％）
2016年度： 32.11％ ⇒ 31.33％ （‐ 3.29％）
2017年度以降も20％台まで引き下げることを目指して
改革を継続していく。

構造改革・規制緩和の進む日本

（2014年度3月時点）

34.62
32.11 31.33

25

16.5

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度以降 中国 香港

（▲2.51％） （▲3.29％）

20%台ま

で引き下
げる
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国家戦略特区
 成長戦略を実現するため、様々な分野（教育・医療・農業・雇用等）で

大胆な規制改革等を実行するための突破口として、国家戦略特区を
創設。第１弾として以下の６区域を特区として指定。

Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 

構造改革・規制緩和の進む日本

東京都の9区、神奈川
県、千葉県成田市

・ビジネスの拠点形成のた
めの建物等の整備

・グローバル企業等に対す
る雇用条件整備
・外国人向け医療の提供

新潟県新潟市

・農地の集約・集積、耕作
放棄地の解消

大阪府・兵庫県・京都府

・再生医療等高度な先端医療
の提供

・革新的医薬品、医療機器等の
開発

兵庫県養父市

・中山間地域の耕作放棄地
等の生産農地への再生

福岡県福岡市

・ベンチャー企業等に対す
る雇用条件の整備

沖縄県

・外国人観光客の入国の容易
化（ビザ発給要件の緩和)



法人設立登記 税務（国税・都税） 入国管理

雇用保険 労働保険 健康保険・年金保険

オープニング・セレモニー （2015年3月31日）

【列席者】

安倍 内閣総理大臣
舛添 東京都知事
石破 内閣府特命担当大臣
石毛 ジェトロ理事長

東京開業ワンストップセンターを開設（2015年4月1日）

Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
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株価
（日経平均株価）

消費者物価指数
（食糧【酒類を除く】と

エネルギーを除く総合）

失業率

GDP成長率
（実質GDP 季節調整）

業況判断
（日銀短観「現状」）

‐0.6％
安倍政権発足前
2012年第4四半期

＋3.9％
2015年第1四半期

20569.87円
2015年6月1日（終値）

‐1.1%
2010年

＋2.2%
2014年

4.3％
2012年平均

3.3％
2015年4月

大企業 ‐3
中堅企業 ‐5
中小企業 ‐12

2012年12月調査（製造業）

大企業 12
中堅企業 4
中小企業 1

2015年3月調査（製造業）
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10,230円
安倍政権発足日
2012年12月26日

Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 

数字で見るアベノミクスの成果

安倍政権発足以降、日本経済は高水準の経済成長を実現。株価、企業の業況判断、
雇用など、あらゆる経済指標が大幅改善。消費増税後にマイナスだったGDP成長率も
プラスに転換した。



企業の収益力

消費 投資 給与

29

経済成長の好循環
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JETROの対日投資促進事業

Section 2



日本貿易振興機構
（JETRO：Japan External Trade Organization）

 1958 年設立

 全額政府出資の独立行政法人

 国内事務所：43カ所 （及びアジア経済研究所）

 海外事務所：57 カ国 76 カ所

（中国地域：北京 大連 青島 上海 武漢 成都 広州 香港）

主な活動

 対日直接投資の促進

 中小企業を中心とする日本企業の海外展開支援

 アジア等諸外国との経済連携の強化に向けた通商政策への貢献

主な活動

 対日直接投資の促進

 中小企業を中心とする日本企業の海外展開支援

 アジア等諸外国との経済連携の強化に向けた通商政策への貢献

31
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日本貿易振興機構の概要



32

海外76事務所

ジェトロのグローバルネットワーク

Copyright (C) 2015 JETRO. All rights reserved. 
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北海道 近畿

北海道 大阪本部

東北 神戸

青森 京都

盛岡 中国

仙台 鳥取

秋田 松江

山形 岡山

福島 広島

関東・甲信越 山口

東京本部 四国

茨城 徳島

千葉 香川

横浜 愛媛

新潟 高知

山梨 九州

長野 福岡

諏訪支所 北九州

中部・北陸 佐賀

福井 長崎

富山 熊本

金沢 大分

岐阜 鹿児島

静岡 沖縄

浜松 沖縄

名古屋

三重

JETROの国内ネットワーク

国内43事務所



対日投資ホットライン

規制改革ホットライン

日本のビジネス
情報の発信

日本企業との
ビジネス拡大

対日投資ビジネスサポート
センター（ IBSC）における
立ち上げ支援

対日投資関心企業の発掘

JETRO海外事務所
JETRO国内事務所
（貿易情報センター）

JETRO本部（東京）

 対日投資ホームページの運営

 対日投資セミナー・シンポジウ

ムの開催

 テンポラリーオフィスの提供

 専門家によるアドバイス

 企業訪問・展示会訪問

 対日投資関心企業に対する個別コ

ンサルテーション・情報提供

 対日投資関心企業に対するビ

ジネスマッチング機会の提供

在外公館 地方自治体関連中央省庁

34

JETRO 対日投資支援サービス

全
体
の
流
れ

サ
ー
ビ
ス
の
内
容

ジ
ェ
ト
ロ

政
府
・自
治
体
等

連携 連携 連携
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対日投資ビジネスサポートセンター（IBSC)
日本での拠点立ち上げのためのワンストップセンター

会議室

休憩室

オフィススペース

テンポラリーオフィスの概要（IBSC東京）

一定期間無料のテンポラリーオフィス

• 入居の要件 : 日本への進出を検討している外国企業
• 入居期間 : 原則50営業日＋25営業日延長可（51日目から施

設利用料発生）
• 利用料 : 50営業日まで無料 (保証金、通信費等実費は徴収)
• 設備 : 机、椅子、電話、ファックス、インターネット回線等
• 共同設備 : 会議室、多目的ホール、ビジネスライブラリー

サービスの内容
コンサル
ティング

施設

• 市場・産業情報の提供
• 法人・支店の立ち上げ支援
• コストシミュレーション
• 税務、労務、法務情報
• 規制改革に関する要望の提出
• 補助金申請に関する支援
• 政府・自治体インセンティブに関する情報
• 関連法制度・規制に関する情報提供
• ビジネスパートナーの紹介
• 人材探し支援、 オフィス物件探し支援
• 中央省庁担当者との面談アレンジ

無料のコンサルテーション

35
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＜2003年度～2014年度＞

支援件数

12,000件以上

誘致成功件数

1,200件以上

36

JERO 対日投資事業の成果

誘致成功内訳（出身国別）

米国
30% (369)

中国
10% (127)

ドイツ

9% (107)韓国

7% (84)

英国

5% (67)フランス

5% (64)

オーストラリア

4% (44)

シンガポール

3% (38)

台湾

3% (34)

香港

3% (34)

その他

22% (277)
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Target Industries



ハンルイ医薬株式会社（中国）
江苏恒瑞医药股份有限公司

38

 1997年の設立以来、ジェネリック薬の生産・販売等を行う医薬品メーカー。
 日本では高齢化や政府方針により医薬品産業の拡大が見込まれる中、医薬品について、製造、

販売、輸出入を行う予定。
 医薬品事業の許認可が下りた2014年7月より、本格的な営業活動を開始。

【 JETRO支援】

 テンポラリーオフィスの貸与

 会社設立に係る登記、税務、労務等アドバイス

 自治体関係者の紹介

 不動産物件および地方自治体の補助金に関する情報提供等

最近の主な誘致案件

HealthCare
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 中国の大手旅行代理店。参加に航空会社（春秋航空）を擁する。

 航空部門の日本進出を支援する過程で、旅行代理店部門の日本進出に関してもジェトロに相談が
あり支援

 日本を旅行する中国人旅行者向けに「地上手配」を専門に行う会社（ランドオペレーター）として東
京に株式会社を設立

【JETRO支援】

 IBSC入居（東京）

 登記・税務等アドバイス

 許認可情報提供 等

日本春秋旅行株式会社 (中国)
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最近の主な誘致案件

Tourism
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JETRO 中国ネットワーク

成都

北京
大連

青島

上海

香港
広州

武漢

＜JETRO 問い合わせ先＞

北京事務所
Tel：86-10-6513-7077
FAX：86-10-6513-7079

大連事務所
TEL：86-411-83609-418
FAX：86-411-83609-498

青島事務所
TEL：86-532-8387-8909
FAX：86-532-8387-8900

上海事務所
Tel：86-21-62700489
Fax：86-21-62700499

武漢事務所
TEL：86-(0)27-8359-0755
FAX：86-(0)27-8359-0726

成都事務所
Tel：86-28-87796693
FAX：86-28-87633752

広州事務所
TEL：86-20-8752-0060
FAX：86-20-8752-0077

香港事務所
TEL：852-2526-4067
FAX：852-2868-1455
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日本貿易振興機構（JETRO）
対日投資部
東京都港区赤坂１－１２－３２
Tel. 03 3582 5234, Fax. 03 3505 1990
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を含む）により、不利益を被る事態が生じたとしても、ジェトロはその責任を負いません。


